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優先とした。
・UI/UXの整備
空き家所在地が番地までわからなくても、
概算費用がその場で確認できること。
登録内容の変更修正ができ再試算できるこ
と。
経年で相場推移を見せること。
解体に関わる補助制度情報の表示するこ
と。
例）自治体版解体費用シミュレーター
横浜市版　https://www.crassone.jp/
simulator/kanagawa/yokohamashi
例）自治体版　すまいの終活ナビ
横浜市版　https://www.crassone.jp/
simulator/navi/kanagawa/yokohamashi

②　 自治体より配布する空き家所有者向けの
フライヤー
　（2023年７月末現在　31万部の発行部数）
所有者が何から着手していいかわからな
いといった手順が不明瞭であるため、解体
工事の進め方を紹介し、シミュレーターを
利用する機会を増やす為QRコードの紹介
や自治体の空き家対策支援情報をセットに
したフライヤーを制作した。自治会経由に
よる配布や、納税通知書に同封、管理不全
空き家所有者の助言・指導通達に同封、空
き家実態把握アンケートに同封、窓口や相
談会で相談者へ配布、ラック配架等で、啓
発を図っている。
また、不良家屋所有者の個別指導時にシミ
ュレーターを通じた概算提示など合わせて
自治体職員に活用いただいている。

③　シミュレーターの利用アンケート
解体動機や解体希望時期の比率などアン
ケート回答データを通じ、利用状況を定量
的に把握している。空き家処分に関する課

題分析に今後は転用を期待する。シミュレ
ーター全体の回答傾向は以下の通りだ。
利用者の工事動機についての回答内容は、
空き家処分が過半数の53%を占めた。
自己所有の継続を決めている方もいるが、
まだ出口（更地のままか売却等どうする
か？）が
不明瞭な方も存在している。売却が21％、
建て替え13%と出口が明確な所有者は少な
いと言える。空き家という不動産をどうす
れば良いか？選択肢を提示し最適解へ導く
サポートに可能性を感じる。空き家を新た
な資産に転換できれば、民間事業者の収益
化も可能になり期待できる。空き家の資産
価値が期待通りでない現実を空き家所有者
が理解すれば意思決定も早くなる。
利用者の希望工期についての選択肢は、時
期未定が44%であった。近隣迷惑をかけた
くない配慮が含まれているのか、具体工期
の予定時期が１年以内の回答は48%も存在
した。３か月以内の回答は26%を占めた。
実際に直近約100件のシミュレーター経由
の契約状況を見ると、依頼から63日で契約
に至っており、シミュレーター概算に対し
て、資力の備えがあれば、空き家の除却を
早期に進めているがわかる。

④　 自治体連携がきっかけに除却されたお客
様の声

電話やZoomでインタビューしたポイント
を記載する

Ａ）　行動きっかけは、行政から指導
通達や罹災、空き家関連報道など外
部刺激であること

Ｂ）　除却補助制度や固定資産税の減
免措置延長などインセンティブは有
効であること
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図７　フライヤー事例
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Ｃ）　行政の補助制度の申請手続きが
煩雑であり、時間がかかること
Ｄ）　不動産会社や解体会社等へ直接
の相談は躊躇がみられること
Ｅ）　残置物の整理・処分が自動車免
許返納もあり往訪そのものが億劫で
あること

当事者として当たり前の意見だが、腹落ち
する。外部刺激やペナルティ認知は有効で
ある。年を重ねると人間ドッグの検査受診
はした方が良いと充分に理解しているが受
診まで至らないことと同じだ。家族や知人
で癌が発覚した、勤務先や個人受診の健康
診断で要精密検査の判定を下された、具体
的なリスクを感知してはじめて重い腰を上
げることになる。あとは除却の補助制度や
固定資産税の減免措置延長のインセンティ
ブ認知だ。個人の所有物である空き家に対
し、公費投入のインセンティブ支援は是々
非々の議論になるが、地域の外部不経済が
明確と推察されるため、公費投入によるイ
ンセンティブ支援の用意・拡充は不可欠で
ある。「仕掛け」と「仕組み」の掛け合わ
せでレバレッジが効き対策効果が出てく
る。
すまいの終活ナビや解体費用シミュレータ
ーは「仕掛け」であり、行政による空き家

対策計画に沿った施策や各補助支援制度は
運用する「仕組み」である。

⑤　協定締結自治体職員の声
空き家除却促進につながっているとの回答
が８割を超えた。

以下、自由回答記述を記載する。「仕掛け」
を既存の仕組みに上手く活用いただけたこ
とがわかる。

住民の方へ解体の案内をしやすくなった。
不良住宅の解体に関する町の補助金がある
が、解体費用の概算を参考に提示できるこ
とで担当者及び所有者の安心感につながっ
ている。
ネットサービスにより、所有者の解体手続
きの負担軽減になっていること。
空き家について今後どうすればよいか分か
らない所有者の方にクラッソーネを案内で
きるようになった。
特に県外在住の所有者等の解体情報が共有
できる。
フライヤー活用により、相談者に対して空
き家解体の案内をしやすくなったこと。
解体にかかる費用や解体業者の紹介しても
らいたいという問い合わせに対して回答し
易くなった。

図８　解体費用シミュレーターのアンケート結果　2022年度
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解体について困っておられる方に案内でき
るようになった。

⑥　空き家に対する所有者の意識調査
https://www.crassone.co.jp/news/chosa_
release-7/
2021年８月実査 全国で空き家を所有する
30歳以上の男女1,064名

調査の結果、居住地と空き家所在地の関
係は、自治体の空き家支援施策の認知・活
用度合いに影響を与えている実態が明らか
になった。遠方の所有者への情報発信は改
善が必要ということだ。
全体の７割が「所有する空き家の利活用/
処分」への意向が高く、そのうち、「県外
空き家」所有者の約４割は「何も行動して
いない」実態が分かり、７割強が何らかの
行動に移している「近隣空き家」所有者と
比べ、具体的な行動における差が顕著な結
果となった。
空き家所在地域の自治体による空き家支
援施策については、「近隣空き家」所有者
の約４割が「内容を知らない」と回答した
のに対し、「県外空き家」所有者は６割以
上と高い結果となった。さらに「活用した
ことがある」と回答したのは、「近隣空き
家」所有者は約７割であったのに対し、「県
外空き家」所有者は３割強にとどまってい
る。今後の空き家対策として、各自治体外
の居住する空き家所有者に対し、情報提供
を行う重要性がわかる。電話・インターネ
ット・郵送・訪問等を有効に活用し、補助
制度等の支援策の発信など、具体的な行動
転換を促すため、自治体の垣根を超えて横
断的な対応を拡充していくことが鍵にな
る。

5 ．今後の展望

すまいの終活（空き家処分）の早期化を図
る２つの仕掛けを紹介した。弊社は試験的に
民間初の抽選式除却補助制度の実施や、すま
いの終活セミナーを自治体と連携して個別に
実施している。しかし、個別に自治体と実施
していくスキームは自社リソース的に限界が
ある。また、除却関連以外の知見も属人的で
組織知になっていない。このボトルネックを
解消するために、社会課題である空き家問題
を解決しながらビジネス成長を実現している
有志の民間企業や学術機関と全国空き家対策
コンソーシアム（JAC）を2023年９月に設立
する。
参加会員企業はそれぞれに専門領域の知

見、事例、データ、アイデアを保有している。
可能な範囲に限られるが全国空き家対策コン
ソーシアム内で知見を吸収しあい、空き家所
有者に対し、様々な解決策の提示やソリュー
ションを創出し情報発信をしていくことを検
討している。様々なシチュエーションの空き
家所有者に該当する解決事例を幅広く啓発で
きれば、「仕掛け」として機能し、自主的な
対応早期化へ拍車がかかる。本コンソーシア
ムをハブとして、全国1,700を超える自治体
と協働して啓発活動を加速化していきたい。
この取り組みは多くの方に対し、大きな意識
改革につながると確信している。
近 年、ESG経 営 が 注 目 さ れ て い る。

「Environment（ 環 境 ）」「Social（ 社 会 ）」
「Governance（管理体制）」の３語から成る
略語だ。私は社会貢献を行い企業の持続的成
長や中長期的収益重視した経営スタイルと解
釈している。空き家問題でクラッソーネは
IT技術やプロデュース力を活かし解体工事
プラットフォームの価値提供を高め、社会貢
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献を実現していく。弊社のビジョン「街の循
環再生文化を育む」の担い手として社員やパ
ートナー会社だけでなく空き家所有者も巻き
込む世界はすぐそこにある。

図10　意識調査のトピックス②

図９　意識調査のトピックス①


